教職員の業務負担軽減となる措置を講じることに関する項目

　府教育委員会としては、生徒の興味・関心や適性・進路希望に応じた進路選択ができるようにするため、また府立高校においてアドミッションポリシーに適う生徒の選抜を導入したことに対応するため、学校の特色ある取組みなど、学校の教育活動について情報発信するよう、各校に指示しているところ。

　「学校説明会」「中学校訪問」は、中学生や保護者に対して適切な進路情報を提供できる場として、実施するものであり、理解を求める。

　府立高校の再編整備にあたっては、平成25年3月に策定した「府立高等学校再編整備方針」に基づき、同年11月、平成26年度から平成30年度を対象期間とする「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」を策定しました。

　　また、大阪府立学校条例第２条において、「教育の普及及び機会均等を図りつつ、将来の幼児、児童及び生徒の数、入学を志願する者の数の動向、当該府立学校の特色、その学校が所在する地域の特性その他の事情を総合的に勘案し、効果的かつ効率的に配置されるよう努めるものとする。」また「入学を志願する者の数が三年連続して定員に満たない高等学校で、その後も改善する見込みがないと認められるものは、再編整備の対象とする。」と規定している。

　　今後も、同条例、方針及び計画に基づき、社会のニーズを踏まえた教育内容の充実を図るとともに、学校の配置について精査し、活力ある学校づくりのための再編整備を計画的に進めていく。

教職員の業務負担軽減となる措置を講じることに関する項目
　「朝学習」や土曜日補習の実施については、生徒の実態に応じて、各学校の裁量により実施しているものと認識している。

年次休暇に関する項目
　年次休暇は職員の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図ることを目的とするものであり、１日単位で付与するのが休暇本来の趣旨と考えている。
　大阪府においては、「職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例」により１日又は１時間を単位として与えることができる旨規定しており、ご要求の「分単位」という取得単位を設定することは困難。
病気休暇に関する項目
　病気休暇の承認手続きについては、勤務時間、休暇等の運用についてのより一層の適正化が求められる中、病気休暇取得事由を客観的に確認できるよう、皆様方との協議を経て、承認手続きの見直しを行ったもの。
　今後とも学校現場において制度の適切な運用がなされるよう努めていきたい。
給与半減に至る病気休暇の取得９０日の通算方法に関する項目
　病気休暇の通算について、時間単位の病休については、国においても１日（１回）として通算されており、皆様方との協議を経て実施しているところ。
教職員の業務負担軽減に必要な措置を講じることに関する項目
　日本学生支援機構の奨学金に関する事務については、独立行政法人日本学生支援機構法施行令、独立行政法人日本学生支援機構に関する省令、日本学生支援機構の業務方法書、及び奨学規定において、日本学生支援機構の奨学金の貸与を受けるための推薦書の作成や、資格の審査等の作業の主体は、当該生徒が在籍する、もしくは卒業した学校の校長が行うものと定められており、それが進路指導等の校務分掌の中で教職員の方々にお願いしているところ。

　奨学金の事務については施行令、省令等に基づき、独立行政法人日本学生支援機構と各学校が直接手続きを行うこととなっている。

　大阪府教育委員会では、昨年度より高等学校課が所管しており、学校における指導が円滑に行われるよう、生徒・保護者に向けた学生支援機構奨学金の周知・広報や、相談事業を行うなど、進学に困難な方の支援にあたっている。

　なお、直接話し合う場を設けるのは、困難。

教職員の業務負担軽減を図ることに関する項目
　生徒の自主性、教職員の自発性に基づいて成り立っている部活動は、一方的な職務命令による活動ではないが、学習指導要領において、学校教育の一環として教育課程との関連が図られるよう留意することと明記され、生徒に対する教育的効果も大きいと認識している。

　　また、府立高等学校部活動検討委員会の提言を踏まえ、平成１７年７月に通知した「部活動の位置づけ及び教職員の服務上の取扱いについて」を平成２４年８月に一部改正し、この通知の内容が各学校において適切に運用されるよう「府立学校に対する指示事項」にも記載しているところ。

　　運動部に対して、「学校支援社会人等指導者活用事業」を実施し、平成27年度は、府立高等学校126校に302名の外部人材を派遣しており、スポーツ安全保険にも加入している。

教職員の健康に関わる場の確保に関する項目
生徒指導上の観点や安全性の観点、利便性からも食堂は大切であると考えている。

施設財務課では、各学校が行う食堂業者に対する行政財産の使用許可に係る助言指導を行っている。

　　食堂業者に対する行政財産の使用許可については、平成19年度に「使用許可は原則として公募により業者を決定する」との方針が知事部局（財務部財産活用課）より示されたが、施設財務課としては、関係課と調整の上、平成２５年度から３年間に食堂業者が撤退した学校に限り、公募により食堂業者を決定することし、その実績等をもとに、平成28年度から全校で一斉に公募を実施するかを検証することとした。

　　その結果、３年間の公募実績（27年5月時点で1年を超える営業は5校）と、それ以外の学校の大半で食堂の経営状況が非常に厳しい状況であることを受け、平成28年度から全校一斉の公募は実施せず、既存業者との許可更新も認めることとしたところ。

これは、公募を実施することにより、これまで学校が強く慰留することにより何とか食堂を営業していただいている食堂業者が撤退し、さらには新たな食堂業者の参入がなく、結果として学校食堂が営業できなくなる事態を避けるため。

　　施設財務課としては、食堂の直営についてはお答えする立場にはないが、今後とも食堂業者に対する行政財産の使用許可を通じて学校で食堂が存続できるよう支援して参りたい。

年次休暇に関する項目
職員の年次休暇は届を出すことにより行使できるものであり、承認する事項のものではないと認識している。
　　指摘されているようにＳＳＣの「申請一覧」画面に「承認済」と表示されており、あたかもすべてが承認事項のように見えているが、この「申請一覧」画面は、教職員から出された各種届出、承認願などの処理状態を確認するための画面であり、決裁や承認をするための画面ではない。
その中には承認するものや確認で済むものなど混在しているので、年次休暇を承認事項として取り扱っている訳ではない。処理状態を表す表示として承認済と言う文言を使用しているにすぎないので、理解をお願いする。　

統合ＩＣＴシステムの運用について、教職員の業務負担の軽減を図ることに関する項目
　平成27年4月以降の全校での障害は、7月15日（約30分の停止）と7月22日（約40分の停止）の2回となっている。（昨年度同時期29件から、今年度2件へと減少）
　今後も統合ＩＣＴネットワークの更なる安定化を図り、改善方策の検討を進めていく。
また、障害等が発生した際には、迅速な対応を行っていく。
　　校務処理システム等について、操作性の向上や機能改善など、教員の業務軽減が図れるよう、システムの改善を行っていく。
人事異動の基準に関する項目
今回の人事取扱要領の改訂は、全体として、文言の整理や項目の統合などを行い、簡素化と明確化を図ったものであり、文言として復活は考えていません。
修学旅行の付き添いや健康診断の業務、トイレの見回りなどにおける過重な負担を軽減する措置に関する項目
　教職員の採用選考については、性別を問わず、適正に行っているところであり、今後とも適正に実施していきたい。
　女性の管理職への登用については、「おおさか男女協働参画プラン」において、女性教員の管理職への登用を推進するため、女性教員が学校運営を管理する職務等で経験を積めるようにするなど、人材の計画的育成に努めることとしており、府立学校長に対して働きかけを行っているところ。
また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく特定事業主行動計画については、地方公務員法に定められた平等取扱の原則や成績主義の原則を踏まえ、検討していくこととしている。
「教職員の評価・育成システム」の評価結果の給与等への反映に関する項目
評価結果の給与への反映については、平成１９年度から、前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当における勤務成績の判定に活用したところ。
　　また、平成２４年度からは、上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。
　なお、大阪府立学校条例で教員の授業に関する評価は生徒又は保護者による授業に関する評価を踏まえて行うものと規定されたことを受け、授業アンケートを、授業を行う教員の育成に役立てるとともに、その結果を「教職員の評価・育成システム」において「授業力」評価を行うための重要な一要素として位置付けている。
　昨年８月の授業アンケートを踏まえた教員評価の仕組みの検証結果を踏まえ、客観性・公正性を一層確保するため、今年度、「教職員の評価・育成システム」について、所要の見直しを行い、実施しているところ。
　　より客観性を確保した厳正な評価が行われるよう、引き続き、各校長、市町村教育委員会に働きかけていきたい。
評価・育成システムによる給与反映に関する項目
　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施している。
　　評価結果の再任用職員への勤勉手当への反映は、職員基本条例の趣旨を踏まえ、行っているもの。
　　今後とも、このシステムがよりよい制度となるよう、改善・充実を図っていきたい。
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